
 

 

 「教育・保育」の「量の見込み」に対する「確保方策」（R6.10 末時点案） 

について 

 

 

（1）認 定 区 分 と施 設 ・事 業 の関 係  

教 育 ・保 育 の提 供 体 制 の確 保 にあたっては、こどもの保 護 者 が市 から受 ける給 付 認 定

の区 分 （1～3 号 ）に対 して、それぞれ見 込 むこととされており、各 区 分 に応 じて必 要 な提 供

体 制 を整 備 していきます。  

 

保育の必要性の認定 利用希望 

利用できる教育・保育施設等 

認定 

こども園 
幼稚園 保育所 

地域型 

保育事業 

１号認定 
保育を必要としない 

３～５歳児 
教育 ○ ○   

２号認定 
保育を必要とする 

３～５歳児 

教育 ○ ○   

保育 ○  ○  

３号認定 
保育を必要とする 

０～２歳児 
保育 ○  ○ ○ 

 

※幼 稚 園 には、新 制 度 への未 移 行 の幼 稚 園 を含 む。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 



 

 

（単位：人）  

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

400 417 381 476 537

81 99 139 306 390

△ 173 △ 70 △ 19 29 73

2 52 72 93 112

△ 148 △ 107 △ 86 △ 68 △ 51

△ 27 △ 15 △ 5 4 12

1号認定、2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

３号認定

  （2歳児）

  （１歳児）

  （0歳児）

量の見込みと確保する定員数の差

（２）「量 の見 込 み」と「確 保 方 策 」  

 

【加古川市全域】 

本 市 における教 育 ・保 育 の確 保 方 策 については、こどもの健 やかな成 長 のために適 切 な

環 境 が等 しく確 保 され、こども及 びその保 護 者 が必 要 な給 付 や支 援 を受 けられるよう、以 下

の方 向 性 で必 要 な提 供 体 制 の確 保 を進 めていきます。  

 

 

     幼 稚 園 及 び保 育 所 の機 能 を併 せ持 ち、保 護 者 の就 労 状 況 等 によらず柔 軟 にこども

を受 け入 れることができる認 定 こども園 への移 行 や、公 立 幼 稚 園 と保 育 園 の統 廃 合 、

定 員 の見 直 しなど、既 存 施 設 の活 用 を推 進 します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存施設の活用 

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

3,352 3,297 3,227 3,060 2,967

1,008 963 943 922 903

950 929 908 890 873

465 454 444 435 427

3,433 3,396 3,366 3,366 3,357

1,010 1,015 1,015 1,015 1,015

802 822 822 822 822

438 439 439 439 439

△ 25 △ 37 △ 30 △ 9

6 5

17 20

△ 1 1

3号認定

（２歳児）

（1歳児）

（0歳児）

△ 75 9

確

保

方

策

各
年
度
で
確
保
す
る
定
員
数

各
年
度
の
増
減
数

2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

2,249 2,258
2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

3号認定

（２歳児）

（1歳児）

（0歳児）

1号認定
2,340 2,324 2,249

1号認定
△ 85 △ 16

各年度の量の見込みと確保方策

量

の

見

込

み

1号認定
1,940 1,907 1,868 1,773 1,721

2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

3号認定

（２歳児）

（１歳児）

（0歳児）



 

 

【東部区域】 

現 状 
１・２号認定の定員数が利用人数を上回っています。一方で、共働き世帯の増加により低年齢段階

からの保育ニーズが高まっていることから、3 号認定の定員数が不足しています。 

事業の方向性 

３号認定の定員を確保するため、民間の運営事業者に対して、１・２号認定からの定員移管等の調

整を行います。 

令和 6 年４月に策定された『加古川市立就学前教育・保育施設の再編計画』に基づき、主に市立

幼稚園の定員数が減少する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）  

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

2,891 2,837 2,789 2,653 2,592

874 851 832 814 797

856 836 817 801 786

411 401 392 384 377

2,829 2,792 2,762 2,762 2,753

843 848 848 848 848

685 705 705 705 705

382 383 383 383 383

△ 23 △ 37 △ 30 △ 9

4 5

7 20

△ 1 1

△ 75 9

確

保

方

策 2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

（1歳児）

（0歳児）

各
年
度
の
増
減
数

1号認定
△ 70 △ 16

3号認定

（２歳児）

（1歳児）

（0歳児）

各
年
度
で
確
保
す
る
定
員
数

2号認定（保育希望）

3号認定

（２歳児）

1,915 1,899 1,824 1,824 1,833

（２歳児）

（１歳児）

（0歳児）

1号認定

2号認定（教育利用希望）

1,636 1,606 1,578 1,501 1,466

各年度の量の見込みと確保方策

量

の

見

込

み

1号認定

2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

3号認定

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

279 293 246 323 367

△ 62 △ 45 △ 27 109 161

△ 231 △ 152 △ 105 △ 63 △ 24

△ 31 △ 3 16 34 51

△ 171 △ 131 △ 112 △ 96 △ 81

△ 29 △ 18 △ 9 △ 1 6

量の見込みと確保する定員数の差

1号認定、2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

３号認定

  （2歳児）

  （１歳児）

  （0歳児）



 

 

（単位：人）  

【西部区域】 

現 状 １・２・３号認定全て定員数が利用人数を上回っています。 

事業の方向性 
東部区域の定員不足を想定し、民間の運営事業者に対して、１・２号認定から 3 号認定への定員

移管等の調整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

461 460 438 407 375

134 112 111 108 106

94 93 91 89 87

54 53 52 51 50

604 604 604 604 604

167 167 167 167 167

117 117 117 117 117

56 56 56 56 56

△ 2

2

103号認定

（２歳児）

（1歳児）

（0歳児）

確

保

方

策

各
年
度
で
確
保
す
る
定
員
数

各
年
度
の
増
減
数

2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

425 425
2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

3号認定

（２歳児）

（1歳児）

（0歳児）

1号認定
425 425 425

1号認定
△ 15

255
2号認定（教育利用希望）

2号認定（保育希望）

3号認定

（２歳児）

（１歳児）

（0歳児）

量

の

見

込

み

1号認定
304 301 290 272

各年度の量の見込みと確保方策

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

121 124 135 153 170

143 144 166 197 229

58 82 86 92 97

33 55 56 59 61

23 24 26 28 30

2 3 4 5 6

  （2歳児）

  （１歳児）

  （0歳児）

2号認定（保育希望）

３号認定

量の見込みと確保する定員数の差

1号認定、2号認定（教育利用希望）


